
（参考）

（参考）

自治体数 686 (40.6%)

 （ⅲ）上記（ⅰ）で「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定の自治体
　　（755自治体）の取組状況

新型コロナウイルス感染症対策のための小学校等の臨時休業に関連した
子供の居場所の確保等に関する各自治体の取組状況等について

755 (44.7%)

(19.6%)

【新型コロナウイルス感染症対策のための臨時休業実施状況（子供の居場所の確保等）アンケート調査】
本アンケート調査は、令和２年３月２日付け元文科初第1598号「新型コロナウイルス感染症防止のための小学校等の臨時休業
に関連した放課後児童クラブ等の活用による子供の居場所の確保について（依頼）」を踏まえ、学校における子供の居場所確保
に向けた取組状況等について、学校現場への負担に配慮して、各設置者である教育委員会が把握している情報に基づく任意の
アンケート調査を実施。
なお、本アンケート調査は、３月10日時点の情報に基づき回答を求めているとともに、学校現場への負担が新たに生じることが
ないよう、各設置者において現に把握している情報に基づき任意での回答をお願いしている。このため、各質問項目について該当
する取組を実施するものとして回答していない自治体が、必ずしもそうした取組を実施していないとは限らない点に留意が必要。

（１）臨時休業の実施期間中における子供の居場所確保に向けた取組状況【公立学校】

434 人 

１．子供の居場所の確保等に関する各自治体の取組状況等について

 （ⅰ）学校における子供の居場所の確保に向けた取組

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数(755)に対する割合。

計

学級担任

専科要員など学級担
任以外の教員

養護教諭

栄養教諭

学校栄養職員

その他

自治体

保護者のやむを得ない
事情がある場合

670 (88.7%)

希望する場合

148

放課後
児童クラブ

80 (4.7%)

左記のいずれかの取組
を実施する自治体

1074

41 人 

14,346 人 

18,890 人 

479,732 人 

（※）放課後児童クラブについては、職務命令に基づき協力する場合の人数。

300 人 97 人 

4,507 人 

課業時間内の学校受入れ

52,569 人 

19,336 人 

3,567 人 

公立小学校の
教職員数（全国計）

放課後児童クラブ

6,659 人 

2,608 人 

95,109 人 

放課後
子供教室

課業時間内の
学校受入れ

【①対象となる児童】

(63.6%)

（※）令和元年度学校基本調
査。なお、本務者に限る。

 （ⅱ）学校における子供の居場所の確保に関連した教職員の協力等状況

教職員数（全国計）

（※）複数回答あり。割合は、設置する小学校において臨時休業を実施する自治体総数(1689)に対する割合。
（※）放課後児童クラブは、臨時休業に伴う受入れ数の増加等に伴って、追加的に教室や体育館等の学校施設の貸出しや
教職員の協力等を行っているものに限る。

447 人 
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中学校

義務教育
学校

高等学校

放課後等デイサービス

526

(78.4%) 7

【①対象となる児童】（単位：自治体）

 （ⅱ）上記（ⅰ）で「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定の自治体の取組状況

68

0 (0.0%)

義務教育
学校

(6.9%)(77.5%)

中学校 269 (79.1%) 101

対象学年が通
常使用する教
室

体育館

小学校

中等教育
学校

特別支援
学校

【②対象となる児童の学年】（単位：自治体）

【③学校での受入れ場所】

(85.2%)

学校図書館

第１学年

（※）複数回答あり。割合は、各質問項目に該当する学校種において臨時休業を実施する自治体総数に対する割合。

79

その他

144 (19.1%)261 (34.6%) 498 (66.0%)

第３学年

対象学年以外
が通常使用す
る教室

724 (95.9%)

第２学年

391 (51.8%)

第５学年第４学年

643

(29.7%)

(85.0%) 17 (21.3%)

小学校 581 (84.2%)

保護者のやむを得ない
事情がある場合

希望する場合

特別支援
学校

（※）複数回答あり。割合は、「学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数(755)に対する割合。
（※）その他には、校庭、多目的室、視聴覚室・パソコン室などの回答があった。

384 (50.9%)

第６学年

415 (55.0%)小学校 726 (96.2%)

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数(755)に対する割合。
（※）対象学年に児童が在籍しない場合もあることに留意が必要。

433 (57.4%)自治体 593 (78.5%)

1 (5.3%) 0

80

0 (0.0%)

340 (19.8%)

31 (48.4%)

0 (0.0%)

(0.0%)

その他

92 (5.4%)

355 (20.7%)

13 (20.3%)

8 (5.3%)

340 (19.8%)

31 (48.4%)

0 (0.0%)

(31.1%)

課業時間内の
学校受入れ

690 (40.9%)

26 (83.9%) 7 (22.6%)

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数に対する割合。

 （ⅰ）学校における子供の居場所の確保に向けた取組　（単位：自治体）

1,689

1,713

64

151

19

102

回答数

（２）臨時休業の実施期間中における特別な配慮が必要な子供の居場所確保に向けた取組状況
　　【公立学校】

（※）高等学校及び中等教育学校においては該当する自治体がないため、以下本項目において省略。
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小学校 615 (89.1%) 624 (90.4%)

【②対象となる学年】（単位：自治体）

553(81.2%)

特別支援
学校

69 (86.3%) 27 (33.8%)

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数に対する割合。

対象学年が通
常使用する教
室

対象学年以外
が通常使用す
る教室

体育館 学校図書館 その他

(83.0%) 560

高等部

(85.9%) 300 (88.2%) 297 (87.4%)

第１学年

第１学年 第２学年 第３学年

620 (89.9%)

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年

(80.1%)573

特別支援
学校

38 (47.5%) 79 (98.8%)

第４学年
義務教育

学校
30 (96.8%) 30 (96.8%) 30 (96.8%) 26 (83.9%)

小学校 547 (79.3%) 330 (47.8%) 206 (29.9%) 377

(6.5%)

【④子供の居場所の確保に関連した教職員の協力等状況】（単位：自治体）

【⑤寄宿舎の開舎状況・スクールバスの運行状況】（単位：自治体）

2

特別支援
学校

71

77 (96.3%)

中学校 292

幼稚部 小学部 中学部

第２学年 第３学年

68 (85.0%)

(22.6%) 11 (35.5%)

中学校 275 (80.9%)

小学校 571 (82.8%) 467 (67.7%) 357 (51.7%) 100 (14.5%)

義務教育
学校

21 (67.7%) 13

39 (48.8%)

(41.9%) 7

29

26 (25.5%)

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数に対する割合。
（※）実施自治体数は、該当職種が協力している自治体数。

看護職員

中学校

(36.3%)

(67.7%) 16 (51.6%) 8 (25.8%) 4 (12.9%)

学級担任

37 (2.2%) 23 (1.3%)

スクールバスを運行し
ている

義務教育
学校

25 (80.6%)

（※）複数回答あり。割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数に対する割合。

57 (71.3%) 52 (65.0%) 21 (26.3%) 18 (22.5%)

専科教員など
学級担任以外

の教員
養護教諭 栄養教諭 学校栄養職員

（※）割合は、「課業時間内の学校受入れ」を実施又は実施予定と回答した自治体数に対する割合。

34

117 (34.4%) 78 (22.9%) 124

(42.5%)

148 (8.6%)

9 (11.3%)

(36.5%) 21 (6.2%)

1 (3.2%)

47 (6.8%)

90

(88.8%)

(13.0%)

275 (80.9%) 198 (11.6%)

第６学年

26 (83.9%) 27 (87.1%)

(54.6%)

【③学校での受入れ場所】（単位：自治体）

28 (4.1%)

8 (0.5%)

第７学年 第８学年 第９学年
義務教育

学校
19 (61.3%) 20 (64.5%) 19 (61.3%)

第５学年

寄宿舎を開舎している

12 (11.8%)

21

特別支援
学校
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実施又は実施予定

（※）表中の割合は、回答があった学校数全体に対する割合を示す。
（※）本アンケート調査における「卒業式」は、教育課程上の卒業式に限らず、広く卒業生を対象に「卒業式」と称して
行われるもの（近い名称のものも含む）を実施するもの。
（※）「実施又は実施予定」と回答しなかった学校には、例えば新設校など、卒業学年の児童生徒が在籍しない場合も含
まれている。

学校

小学校 18,864 (98.5%)

中学校 9,070 (97.9%)

義務教育
学校

中等教育
学校

24 (75.0%)

特別支援
学校

1,058 (97.9%)

78 (85.7%)

高等学校 3,383 (95.3%)

公民館

該当施設が活動自粛し
ている自治体数

図書館

その他

808 (47.3%)

892 (52.2%)

275

（３）その他の学校以外の施設等に関する活動状況

（４）卒業式の実施状況【公立学校】

計 32,477 (97.9%)

(16.1%)

（※）複数回答あり。割合は、本アンケート調査（小学校）に対して回答のあった自治体数に対する割合。
（※）その他には、スポーツセンター、児童館などの回答があった。
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●学校の臨時休業の終了状況等

自治体数 学校数

小学校 1,709 19,146 23 1.3% 190 1.0% 1 0.1% 2 0.0% 83 4.9% 702 3.7%

中学校 1,732 9,263 25 1.4% 91 1.0% 1 0.1% 2 0.0% 112 6.5% 391 4.2%

義務教育学校 65 91 1 1.5% 1 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.1% 2 2.2%

高等学校 154 3,550 4 2.6% 39 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 5 3.2% 222 6.3%

中等教育学校 19 32 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.3% 1 3.1%

特別支援学校 109 1,081 9 8.3% 26 2.4% 1 0.9% 1 0.1% 11 10.1% 32 3.0%

計 － 33,163 － 347 1.0% － 5 0.0% － 1,350 4.1%

小学校 28 1.6% 223 1.2% 48 2.8% 208 1.1% 70 4.1% 357 1.9%

中学校 55 3.2% 200 2.2% 48 2.8% 105 1.1% 28 1.6% 81 0.9%

義務教育学校 2 3.1% 2 2.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.5% 1 1.1%

高等学校 4 2.6% 5 0.1% 1 0.6% 1 0.0% 5 3.2% 28 0.8%

中等教育学校 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

特別支援学校 3 2.8% 12 1.1% 3 2.8% 9 0.8% 4 3.7% 17 1.6%

計 － 442 1.3% － 323 1.0% － 484 1.5%

小学校 85 5.0% 777 4.1% 46 2.7% 451 2.4% 1,373 80.3% 16,003 83.6% 1,370 80.2% 15,183 79.3%

中学校 63 3.6% 398 4.3% 44 2.5% 230 2.5% 1,372 79.2% 7,639 82.5% 1,382 79.8% 7,330 79.1%

義務教育学校 2 3.1% 2 2.2% 4 6.2% 4 4.4% 53 81.5% 79 86.8% 49 75.4% 70 76.9%

高等学校 41 26.6% 764 21.5% 20 13.0% 343 9.7% 114 74.0% 1,938 54.6% 122 79.2% 2,848 80.2%

中等教育学校 4 21.1% 5 15.6% 3 15.8% 4 12.5% 11 57.9% 16 50.0% 16 84.2% 29 90.6%

特別支援学校 18 16.5% 151 14.0% 11 10.1% 85 7.9% 91 83.5% 732 67.7% 83 76.1% 908 84.0%

計 － 2,097 6.3% － 1,117 3.4% － 26,407 79.6% － 26,368 79.5%

（※）表中の割合は、回答があった自治体・学校数全体に対する割合を示す。

（※）臨時休業の終了日を未定とする回答があるため、臨時休業が終了する自治体の休業終了日別自治体数・学校数の合計値は回答数の合計値と必ずしも一致しない。

（※）自治体数は、臨時休業が終了する日が複数にわたっている場合には重複計上されている場合がある。

（※）臨時休業の実施予定のない自治体には、一部の学校で実施予定のないものを含む。

（※）令和２年３月１７日（火）正午時点で取りまとめたものである。

自治体数 学校数 自治体数 学校数 自治体数 学校数

区分

臨時休業が終了する自治体の休業終了日別自治体数・学校数

16日 17日 18日

自治体数 学校数 自治体数

区分
回答のあった
学校総数

休業していない自治体
臨時休業が終了する自治体の休業終了日別自治体数・学校数

3月8日以前 3月9日～15日

学校数 自治体数 学校数

区分

臨時休業が終了する自治体の休業終了日別自治体数・学校数

学校数学校数 自治体数 学校数 自治体数 学校数 自治体数

（参考）
春季休業まで休業予定の自治体数・学校数19日 20日～22日 23日以降

自治体数
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設置する小学校において 15 日までに臨時休業を終了する自治体の状況 
【令和２年３月 17 日（火）12 時 00 分時点】 

 

（計：８２自治体・７０４校） 

都道府県名 設置者名（学校数） 

岩手県 
（６自治体・９校） 

宮古市（１校）、久慈市（３校）、釜石市（１校）、八幡平市（１校）、岩泉町
（２校）、田野畑村（１校） 

千葉県 
（１自治体・24校） 

成田市（24 校） 

東京都 
（２自治体・３校） 

青ヶ島村（１校）、小笠原村（２校） 

新潟県 
（１自治体・９校） 

五泉市（９校） 

富山県 
（１自治体・66校） 

富山市（66 校） 

山梨県 
（１自治体・７校） 

富士吉田市（７校） 

長野県 
（10 自治体・21校） 

松本市（１校）、中野市（４校）、東御市（５校）、御代田町（２校）、立科町
（１校）、中川村（２校）、宮田村（１校）、大鹿村（１校）、筑北村（２校）、
飯綱町（２校） 

静岡県 
（5 自治体・115 校） 

静岡市（86 校）、御殿場市（11 校）、裾野市（９校）、小山町（５校）、川根
本町（４校） 

兵庫県 
（13 自治体・176 校） 

明石市（28校）、洲本市（13 校）、相生市（７校）、豊岡市（29校）、三木市
（16校）、養父市（９校）、丹波市（22校）、淡路市（11校）、たつの市（17
校）、佐用町（６校）、香美町（11 校）、新温泉町（６校）、播磨高原広域事
務組合（１校） 

島根県 
（3 自治体・15校） 

益田市（１校）、奥出雲町（10校）、飯南町（４校） 

岡山県 
（２自治体・28校） 

真庭市（20 校）、鏡野町（８校） 

宮崎県 
（２自治体・２校） 

綾町（１校）、西米良村（1校） 

鹿児島県 
（４自治体・16校） 

宇検村（４校）、和泊町（４校）、知名町（５校）、与論町（３校） 

沖縄県 
（31 自治体・213 校） 

那覇市（36校）、宜野湾市（９校）、浦添市（11校）、名護市（14 校）、糸満
市（11校）、沖縄市（16校）、豊見城市（８校）、うるま市（18 校）、宮古島
市（17 校）、南城市（９校）、国頭村（５校）、大宜味村（１校）、東村（３
校）、今帰仁村（３校）、本部町（６校）、恩納村（５校）、伊江村（２校）、
読谷村（５校）、北谷町（４校）、北中城村（２校）、中城村（３校）、西原町
（４校）、与那原町（２校）、南風原町（４校）、粟国村（１校）、南大東村（１
校）、北大東村（１校）、伊是名村（１校）、久米島町（６校）、八重瀬町（４
校）、多良間村（１校） 
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設置する中学校において 15 日までに臨時休業を終了する自治体の状況 
【令和２年３月 17 日（火）12 時 00 分時点】 

 

（計：１００自治体・３９３校） 

都道府県名 設置者名（学校数） 

岩手県 
（20 自治体・70校） 

宮古市(10 校)、北上市(９校)、久慈市(８校)、釜石市(４校)、二戸市(３校)、
八幡平市(３校)、奥州市(９校)、雫石町(１校)、葛巻町(３校)、金ケ崎町(１
校)、平泉町(１校)、大槌町(１校)、山田町(２校)、岩泉町(５校)、田野畑
村(１校)、普代村(１校)、野田村(１校)、九戸村(１校)、洋野町(４校)、一
戸町(２校) 

山形県 
（８自治体・８校） 

西川町(１校)、鶴岡市(１校)、中山町(１校)、河北町(１校)、朝日町(１校)、
大石田町(１校)、舟形町(１校)、三川町(１校) 

千葉県 
（１自治体・９校） 

成田市(９校) 

東京都 
（２自治体・３校） 

青ヶ島村(１校)、小笠原村(２校) 

新潟県 
（１自治体・４校） 

五泉市(４校) 

富山県 
（１自治体・27校） 

富山市（27 校） 

山梨県 
（１自治体・４校） 

富士吉田市(４校) 

長野県 
（６自治体・11校） 

松本市(１校)、塩尻市(５校)、東御市(２校)、木曽町(１校)、生坂村(１校)、
上田市長和町中学校組合(１校) 

静岡県 
（５自治体・59校） 

静岡市(43 校)、御殿場市(６校)、裾野市(５校)、小山町(３校)、川根本町(２
校) 

兵庫県 
（13 自治体・70校） 

明石市(13 校)、洲本市(５校)、相生市(３校)、豊岡市(９校)、三木市(８校)、
養父市(４校)、丹波市(７校)、淡路市(５校)、たつの市(５校)、佐用町(４
校)、香美町(４校)、新温泉町(２校)、播磨高原広域事務組合(１校) 

島根県 
（２自治体・４校） 

奥出雲町(２校)、飯南町(２校) 

岡山県 
（２自治体・７校） 

真庭市(６校)、鏡野町(１校) 

宮崎県 
（２自治体・２校） 

綾町(１校)、西米良村(１校) 

鹿児島県 
（４自治体・９校） 

宇検村(４校)、和泊町(２校)、知名町(２校)、与論町(１校) 

沖縄県 
（32 自治体・106 校） 

沖縄県(３校)、那覇市(18 校)、宜野湾市(４校)、浦添市(５校)、名護市(８
校)、糸満市(７校)、沖縄市(８校)、豊見城市(３校)、うるま市(10 校)、南
城市(５校)、国頭村(１校)、大宜味村(１校)、東村(１校)、今帰仁村(１校)、
本部町(４校)、恩納村(５校)、金武町(１校)、伊江村(１校)、読谷村(２校)、
北谷町(２校)、北中城村(１校)、中城村(１校)、西原町(２校)、与那原町(１
校)、南風原町(２校)、粟国村(１校)、南大東村(１校)、北大東村(１校)、
伊是名村(１校)、久米島町(２校)、八重瀬町(２校)、多良間村(１校) 
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